

















































































































（3）利 潤　率 　（2）／（1） 50％ 43％
（4）　1級地の利潤（　qs　　） 100 86
〔5）　1級地の地代（　　〃　　） 0 14






































〔3）利 潤　率 50％ 43％
〔41地代　総額（　　qs　　） 0 14
〔5）　地代／資本比率　　（4）／ほ） 0 3，1／2













































































































































































































































































































































































































































































































































































（1）穀　　物　　産　　出　　量（qs） 80 80 80
（2）雇　　用　　労　　働　　者　（人） 8 8 8，1／2
（3）　1　q　当穀物　価　格休ンめ 4 4，1／2 4，1／2
（4｝1人当穀物消費量（qs） 4 4 4
（5）．1人当」製造品消費額（ポンド） 16 16 16
（6）1　人当穀物賃　金（qs） 8 7，5／9 7，5／9
（7）1　人　芋茎　幣　賃　金（和ド｝ 32 34 34
｛8）貨幣賃金経費総額（ポンド） 256 272 289
（9）穀物賃金経費総額（qs） 64 60．5 64．2
（1ω　貨　幣　農　業　剰　余（脚ド） 64 88 71
（11）穀　物　農　業　剰　余（qs） 16 19．5 15．8　ω
（⑭　貨幣剰余・貨幣経費比率（1①／（8） 25％ 32％ 19．7％
（燭　賃金経費100ポンドに対する ②
地　　　　代　　　　額（膨ド） 0 12．3 0
　　　備考　リカードウの数字例には計算ちがいが含まれていて、つぎのように訂正さ
　　　　　れなければならない。
　　　　（1）　24．5％
　　　　（2）　7．5ポンド
　　　　　なお、かれの計算ちがいは、第〔12欄の比率を計算するさいに、賃金経費の数
　　　　　値289ポンドと貨幣収益360ポンドとをとりちがえたことから生じたもので
　　　　　ある。
これまではいつもかれは穀価の上昇が平均穀物賃金経費の増加に比例するも
のとみなして計算をしていた。ところが、この4月17日づけの手紙では、か
れは穀価が第1期から第2期へかけて、4ポンドから4ポンド10シリングへ
騰貴するものと想定しているが、これは穀価が耕境の所要貨幣賃金経費の増
加に比例して上昇するという想定にもとづいてかれが算定していたことを意
味するだろう。なぜなら、4ポンドから4ポンド10シリングへの上昇は256
ポンドから289ポンドへの増加にほぼ比例するからである。こういうわけで、
かれは4月17日づけの手紙では、穀価の上昇が平均経費の増加に比例するの
ではなく、虚鼻経螢の増加に比例すると考えるようになって6たのである讐
（1①　中村氏によれば、リカードウが穀価の4ポンドから4ボン．ド10シリングへの上昇を想
　定したのは1かれがこの手紙では穀価の上昇が耕境の投下労働量（＝雇用労働者数）の
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　この手紙の数字例のなかで注意すべき第三点は、それ以前に作成された数
字例のすべてが、万病上昇過程にお・ける全耕地の穀物タームで測った農業剰
余の賃金経費に対する比率は、第1表（その2）の第（7＞欄、第2表の第（5）欄、
第3表の第（！0欄に示されたように、低下するということを示していて、穀価
上昇過程では全耕地の穀物剰余の賃金経費に対する比率は上昇するにちがい
ないというマルサスの命題を真向から否認する数値を示していたのに、この
4月17日づけの手紙のリカードウはこの命題の成否について言及さえもして
いないことである。そのうえ、この第4表の数字例にしたがって、われわれ
が全耕地の穀物剰余の穀物賃金経費に対する比率を算出すれば、第1期のこ
の比率は16クォーター対64クォーター、つまり25パーセントであるのに、第
2期のこの比率は19．5プラス15．8クォーター対60．5プラス64．2クォーター、
つまり約28パーセントに上昇するという、リカードウ自身のこれまでの数字
例とは逆の結果が出てくるだろう。　（第4表の第（9欄と第（11欄とを参照され
たい。）．
　こうしてみると、4月17日づけの手紙ではりカードウはもはや全耕地の穀
物剰余の穀物賃金経費の比率が劣等地耕作の進展過程では低下しなければな
らぬという命題に固執してはいない。この係争点については、リカードウは
マルサスの批判を受容れたように思われる。しかし、この論点でかれがマル
増加に比例すると考えるようになったためだというのである（中村、前掲書、P．149．
参照）。しかし、私見によれば、この中村氏の指摘は正しくない。なぜなら、耕境の雇用
労働者数は第1期の8人から第2期の8．5人への増加と仮定されているのだから、これ
に比例する穀価の上昇であれば、4ポンドから4ポンド5シリングへのk昇とならなけ
ればならないからである。
　また、ホランダーは4ポンドから4ポンド10シリングへの穀価上昇というリカードウ
の想定が「貨幣タームで示された平均賃金費用の増加を反映」したものにほかならない
と説いている’（cf．　Hollander，　Ricardo　and　the　Corn　Profit　Model，　op．　cit．，
pp．197－8．）。だが、このホランダーの指摘も誤りである。私見によれば、この手紙では
りカードウは穀価上昇が平均賃金費用ではなく、限界費用の増加に比例すると想定して
いる。
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サスの批判を受容れたのは、その譲歩がリカードウの分配問題の分析におけ
る核心的命題一当等地耕作の進展過程では農業利潤率は低下傾向を辿らざ
るをえないという命題の確立に少しも支障を来さないという点にかれが気づ
いたということを意味するだろう。実際、実質賃金一定と仮定された場合に
は、劣等地耕作の進展の過程は穀物の相対価値を騰貴せしめることによって
穀物賃金率を低下させるために、既出の優等地の耕作のための穀物賃金経費
を減少させ、その結果穀物剰余を増加させることになるが、しかし、剰余の
増加分のすべてが地代に転化されてしまうのであれば、この過程で農業利潤
率が低落するはずだというかれの核心的命題は少しも傷つけられないという
ことになるだろうQ
　だが、第4表に示された数字例の含意の重要性は、つぎの点にも認められ
なければならない。第1表から第3表に至るまでの数字例では、劣等地耕作
の進展過程での’農業利潤率の低下はもっぱら一定量の穀物産出のために必要
な雇用労働者数が劣等地では著増するということにもとづいて説かれていた。
つまり、師僧上昇の過程では穀物賃金率がいくらか減少するけれども、劣等
地の耕作に必要な雇用労働者数が著しく増加することのために劣等地の穀物
賃金経費総額は増加するはずだとい5’論法で利潤率の低下が説かれていた。
これに反して、第4表では、劣等地耕作の進展過程における穀価上昇が貨幣
賃金率を騰貴せしめるということが農業利潤率を低落せしめる重要な要因だ
という点についての認識が示されている。従来のリカードウは帯下上昇によ
る貨幣賃金率の騰貴をただ単に商工業の利潤率を引下げる要因として捉えた
だけであった。しかるに、かれはいまではそれを農業利潤率を低下せしめる
要因としても捉えようとしている。この点からいって、この第4表に示され
たかれの数字例は後年の『経済学原理』における一般的利潤率低下論の端緒
であったといえるだろう。
　さらに、リカードウがこの手紙で作成した数字例で等価の上昇が耕作のた
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めの平均賃金経費に比例するのではなく、限界経費の増加に比例するという
見地に立脚していたことも重視されなければならない。これはかれが後年の
『原理』で確立した穀物価値決定原理の端緒的把握とみることができるし、
したがって、地代を労働価値論の基礎のうえに把握することを可能にずる立
脚点の端緒的形成を意味するといえるだろう。『利潤論』の場合には、かれ
はただ単に耕境での剰余生産物がすべて利潤として農業者に帰属するため、
ここでは地代が成立することはないという命題と耕境の利潤が全農業資本の
利潤を規制するという命題とを結びつけることだけによって、優等地にお・け
る差額地代の成立を導き出していたにすぎなかった。つまり、　『利潤論』の
場合には、かれの差額地代論は労働価値論を論理の基礎とすることなしに構
築されたものだったのである。これに反して、4月17日づけの手紙の数字例
の場合には、穀物価格が四境の耕作経費によって規制されるという見地に立
脚しているために、優等地で産出される穀物はそこでの耕作経費を上廻る価
格水準で販売されるという結果が示され、したがって、《生産の困難》とは
直接結びつかない価格差額の発生とこの価格差額の地代への転化とが示され
ている。これは『原理』における労働価値論にもとつく地代の本賞規定を展
望しうる地代の把握といってよいだろう。
　かくして、15年4月17日づけの手紙におけるリカードウの価格ターム分析
による分配理論の構想は、『利潤論』から『原理』へかけてのりカードウ理
論の生成史上きわめて重要な意義を有するものといえるだろう。労働価値論
に立脚した分配理論の体系化の出発点は、この4月17日づけの手紙にあると
いっても過言ではないように思われる。しかし、そうはいっても、この4月
17日づけの手紙でリカードウが到達した理論水準にはまだまだ大きな制約が
あったという点も見落すべきではないだろう。第一に、当時のかれが商品価
値の決定原理として労働価値論を採択する方向を指示していたことは確かで
はあるけれども、しかし、この4月中旬という時点になつでも、かれはまだ、
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商品価値を騰落せしめるものとしての《生産の困難》の度合をその商品の生
産に従事する労働者に支払われる賃金経費総額の増加によって捉えようどし
ている点があげられなければならない。これは、すでにホランダーが指摘し
たように、厳密にいえば、投下労働量：によって商品価値が決定されるという
命題とは異なる命題といわなければならない。したがって、われわれはかれ
の新しい蓄積と分配の理論そのものをその根抵において支えるべき労働価値
論自体が当時はまだ上記のような制約された形でしか定式化されていなかっ
たという点を確認しておく必要がある。
　だが、当時リカードウが到達した理論水準における制約は以上に指摘した
点に見られるだけではない。当時のリカードウはまだ労働価値論にもとづい
て賃金の本質規定を与えることによって賃金を実質的に労働力の再生産費に
帰着せしめるという命題を明確に樹立するまでには至っていなかったように
思われる。
　『経済学原理』のりカードウは、《労働》の価格が、長期にわたって平均
的に観察すれば、結局の、ところ「労働者が生存しかつその種族を増減なく永
続することを平均して可能ならしめる価格」に一致するとみている。ただし、
この場合、かれも「国民の習慣と風習」のちがいや変化に応じて社会の労働
人口の一定数を持続的に再生産するのに必要な必需品や便宜品が質的にも量
的にも変動しうるということを十分認めている。だが、かれは資本主義の経
済法則の作用を純粋に捉えるためには「国民の習慣と風習」を所与として推
理をすすめる必要があると考える。「国民の習慣と風習」が所与のものとみ
なされれば、社会の人口の一定数を持続的に再生産するために個々の労働者
が消費しなければならぬ必需品および便宜品の種類も数量も一定不変とみな
されることになるだろう。（ただし、この場合、かれは労働者に許される生活
水準が動物としての生存可能な最低水準につねに一致すると考えているわけ
ではない。かれはあくまでも実質賃金が長期的にはある一定の水準に帰着す
一　125　一
658
る傾向があるといっているにすぎないのであって、資本主義社会の一定の賃
金水準というのが動物としての生存可能な最低水準をなにほどか上廻るとい
うことを当然のことと考えている。）こうして『原理』のりカードウは労働者
の消費する必需品や便宜品の種類や数量を一定とみなしたから、賃金が生活
資料の価値の騰落に応じて騰落せざるをえないものとして捉えることができ、
そこで、《労働》の価値の可変性を説くことによって、スミスの支配労働＝
価値尺度説を抜本的に批判できることになったのである。そしてまた、かれ
がこのように《労働》という特殊な商品の価値もまた、製造品や穀物と結局
は同じように、その《商品》の生産に必要な労働量によって規定されるのだ
という命題を確立したことは、同時に他方では、利潤を事実上剰余価値とし
て捉える途を開いたといえるだろう。
　　　　　　　　ノ以上に述べたような『原理』の賃金についての規定と比べてみれば、1814
年から15年へかけての時期のリカードウの賃金の捉え方はまだスミスの賃金
論から十分には脱却していなかったように思われる。　『利潤論』のりカード
ウは実質賃金が人口の増加速度を蓄積の速度に合致せしめる水準に落着くも
のとみなしている。だから、「発展的状態」にある社会の蓄積が一定の速度
ですすんでいる限り、実質賃金は長期的にはある一定の水準（ただし、「賃金
の最低率」よりもなにほどか高い水準）に帰着する傾向があるものとみなさ
れるけれども、蓄積の速度が変化して従前よりもいっそう急速になれば、実
質賃金もまた人口の増加速度をさらに加速するように従来の水準よりもさら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11｝になにほどか上昇するものと説かれている。われわれは本稿の前節および本
（11）　『利潤論』のりカードウは賃金論についてはまだ全面的に『国富論』に依存していた
　ように思われるが、その点の詳細については、前掲拙稿、（ll），　pp．148－56参照。
　　ところが、丸山武志氏はr利潤論』のなかでリカードウがすでに賃金を事実上労働力の再
　生産費に帰着せしめる賃金規定を樹立していたという趣旨を述べ、私見と対立する見解
　を提示しておられる。（丸山「リカードウの賃金論」大阪市大『経済学雑誌』78巻3号、
　pp．83－4参照。）しかし、氏は賃金論に関して『利潤論』のりカードウが『国寓論』か
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節で『利潤論』刊雨後の15年3月から4月へかけてのりカードウのマルサス
あて手紙の内容を検討してきたのだが、その限りでは、かれがこの3月ない
し4月の時期に賃金の規定について「利潤論』の規定とは異なる新たな考え
方を提示したという明白な証拠を見出すことはできなかった。
　さて、以上で明らかになったように、4月17日づけのりカードウの手紙で
作成された数字例は、マルサスからの批判、つまり評価上昇過程においては
穀物賃金率が低下するという事情を考慮しなければならぬという批判と穀物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　価格の上昇の度合は《限界経費》の増加に比例するものとみなければならぬ
という批判とを全面的に受容したうえで、なおかつ劣等地耕作の進展を伴う
蓄積過程での農業利潤率の低下傾向を論証しようとするものであった。それ
なら、このリカードウの新しい試みに対して、マルサスはどのような反応を
示しただろうか。かれは4月18日づけの返信で、リカードウの新しい数字例
による利潤と地代の分析に対して、それがそれなりに首尾一貫した論理展開
を示すものとして一応の評価を与えたが、しかし、リカードウの分配理論の
現実問題への適用の仕方に関しては依然として問題が残るという趣旨を記し
ている。　「私は学兄の理論が理論それ自体としては平明で正しく、首尾一貫
していると思います。しかし、私は学兄がその理論の適用の仕方で誤ってい
　　　　　　ロみると思います。」
　マルサスはこの手紙では、批判の矛先をリカードウの理論の現実問題への
適用の仕方に向ける。マルサスによれば、リカードウの理論は「資本の蓄積
と利潤の低下とに伴って起る」「製造品価格の下落」のために生ずる「穀物
価格の相対的上昇」の過程を考察する時にしか適用できないものである。「し
かし、穀物価格の相対的上昇には……ほかにも原因があります。例えば、穀
　ら受けた大きな影響から脱却していないのではないかという最も重要な問題点について
　少しも考慮を払ってお・られない。
（12）　Worhs，　vi，　p．216．
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物に対する外国の需要、輸入制限によってひきおこされる国内需要の増大、
わが国に多量で多額の外国商品を直ちに輸入することを可能にする外国貿易
の繁栄がそうです。これらのもの（とりわけ、はじめの二者）は、利潤の低
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（IS下とはいかなる点でも無関係な穀物の相対価格の上昇をひきおこす原因ですal
　マルサスによれば、穀物に対する需要の拡大による穀価の上昇過程では、
この過程が劣等地耕作の進展を伴うとしても、なおかつ農業利潤率は低下す
るどころか、かえって上昇するものとみなければならないというのである。
こうしてマルサスはリカードウの分配理論が適用しうる範囲はごく限られた
ものであり、したがって、リカードウ理論は現実問題の分析にはほとんど役
に立たない理論だといおうとするのである。そして、マルサスは利潤率の騰
貴をひきおこす原因としては、なによりも「資本を有利に使用する手段と比
　　　　　　　　　　aのべた資本の実質的不足」を考えるべきだという、前年来のかれの持論を再び
もち出して、リカードウ批判の拠点に据えたのであった。
　マルサスからこのように批判されては、リカードウもこのマルサス理論の
究極の拠点、つまり資本をめぐる需給事情こそが利潤率の決定因であるとい
う命題を覆えそうと努めることになる。リ．カードウは4月21日半け、5月8
日づけの2通の手紙でこの論点を中心にしてマルサスを批判し、マルサスは
4月23日づけ、5月5日づけの2通の手紙で応酬した。だが、4月18日半け
のマルサスの手紙を発端とする論争の新たな展開は、すでに明らかになった
ように、　『利潤論』刊行直後から4月17日づけのりカードウの手紙に至るま
での間に行われた論争とは係争点を異にするものだったといわなければなら
ない。したがって、われわれは本稿をひとまずここで閉じることにしよう。
　〔付　記〕　本稿のなかの第6・7節の部分は、1978年11月11日に経済学史学会大会
　　　　　　（千葉大学）で、その要旨が報告された。
（13）　VVo　r　ks，　W，　pp．216－7．
（14）　Works，　W，　p．218．
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